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東京科学大学の学院の学士課程における成績不振学生の 

修学指導に関する要項 

 
１ 教育を担当する理事・副学長（以下「理事・副学長」という。）は、東京科学大学（以下「本学」という。）の学院

に所属する学士課程の学生が次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、学院長、初年次担当主任及び系主任に当

該成績不振の学生（以下「成績不振学生」という。）に関する情報を通知する。 

一 前の学期に履修申告を行わなかった者 

二 系に所属していない学生のうち，次のいずれかに該当する者 

  イ 前の学期の修得単位数が 15 単位未満の者 

  ロ 前の学期における GPA（東京科学大学における GPA 制度に関する要項（令和６年 10 月１日制定）第２条第４号

に規定する学期 GPA をいう。以下同じ。）が 1.25 未満の者で、当該学期の修得科目数を履修申告科目数で除した

値が 0.6 未満の者 

  ハ 在学期間１年を経過している者 

三 系に所属する学生のうち、学士特定課題研究の履修資格を得ていない者で、次のいずれかに該当する者 

  イ 修得単位数が 15 単位未満の学期が２回以上連続した者 

  ロ 前の学期における GPA が 1.25 未満の者で、当該学期の修得科目数を履修申告科目数で除した値が 0.6 未満の者 

  ハ 系所属後の在学期間が２年を経過している者 

四 学士特定課題研究開始後の在学期間が１年を経過して、卒業が認められなかった者 

２ 前項の規定により修学指導上の資料として通知する情報は、成績不振学生の学業成績及び単位修得状況とする。こ

の場合において、同項第２号ハに該当する者にあっては、系所属に不足する単位数に関する情報を併せて通知する。 

３ 前２項の通知を受けた初年次担当主任及び系主任は、アカデミック・アドバイザー等と連携し、当該成績不振学生

の修学指導を個別に行う。 

４ 学生が、在学期間が満了した時点において、卒業の要件に係る必要単位数を修得できなかったときは、東京科学大

学学則（令和６年学則第１号。以下「学則」という。）第 46 条第２号により除籍とする。ただし、学生が希望する場

合は、学則第 21 条による退学を認める。なお、除籍又は退学の日付は、在学期間満了の日とする。 

５ 前項に該当する学生の再入学は認めない。 

 

附 則 

１ この要項は、令和 年 月 日から施行し、次項の規定以外の規定は、令和６年 10 月１日から適用する。 

２ 東京工業大学学士課程における成績不振学生の修学指導に関する申合せ（平成 16 年４月１日学長裁定）は、廃止す

る。 
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東京科学大学における休学に関する規程 

 
（趣旨） 

第１条 この規程は、東京科学大学学則（令和６年学則第１号。以下「学則」という。）第19条及び東京科学大学大学院

学則（令和６年学則第２号。以下「大学院学則」という。）第25条の規定に基づく休学に関し、必要な事項を定めるも

のとする。 

（許可を要する休学） 

第２条 学則第19条第１項及び大学院学則第25条第１項の規定に基づき休学を許可するに当たっては、次の各号に掲げる

事由のいずれかに該当し、休学の願い出に際し当該各号に定める書類の添付があった場合であって、かつ、２月以上学

修することができない場合に限るものとする。ただし、卒業又は修了の見込みがない者については、原則として休学を

許可しない。 

一 傷病によるもの 医師の診断書 

二 経済的理由又は家庭の事情によるもの 事情を証明する書類 

三 出産、育児又は介護によるもの 事情を証明する書類 

四 東京科学大学（以下「本学」という。）で認める海外渡航によるもの 渡航計画等の書類 

五 外国人留学生が、出身国における兵役に就く必要のあるもの 事情を証明する書類 

六 修学指導上本学が特に認めたもの 学生からの理由書等及び教員からの意見書等の書類 

七 医学部医学科又は歯学部歯学科に４年以上在学した者が、医学部又は歯学部を卒業する前に、大学院医歯学総合研

究科医歯学専攻の医学研究者早期育成コース（以下「MD-PhDコース」という。）又は歯学研究者早期育成コース（以

下「DDS-PhDコース」という。）に入学するもの MD-PhDコース又はDDS-PhDコースの合格通知書 

八 その他やむを得ない理由として学生が所属する学院の教授会、学部の教授会又は研究科委員会が特に認めたもの 

学生からの理由書等 

２ 前項（第５号及び第７号を除く。）の事由に該当する休学期間は、１年以内の期間であって、かつ、学院に所属する

学生については学期の末日まで（次条に定める休学上限の残りの期間が学期の末日までに満たないときは月の末日まで）

とし、学部又は研究科に所属する学生については月の末日までとする。ただし、特別な事情があるときは、休学上限を

超えない範囲で、引き続き休学を許可することができる。 

３ 第１項第５号の事由に該当する場合の休学期間は、２年６月以内の月の末日までとし、次条に定める休学上限に算入

しないものとする。 

４ 第１項第７号の事由に該当する場合の休学期間は、３年以内の月の末日までとし、次条第１項第１号に定める休学上

限に算入しないものとする。 

 （休学上限） 

第３条 前条第２項並びに第５条第１項第１号及び第２項に規定する休学期間は、次の各号に掲げる課程に応じて、当該

各号に定める年数（以下「休学上限」という。）を通算して超えることができない。 

一 学士課程 ３年 

 二 修士課程及び専門職学位課程 ２年 

 三 博士課程（区分制博士課程においては博士後期課程） ３年 

２ 前項第１号の規定にかかわらず、前条第１項第７号の事由に該当する場合の休学期間の休学上限は３年とし、特別な

事情があると認める場合は、４年とする。 

（休学期間中に外国の大学で修得した単位の認定） 




